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　2007 年 3 月、団塊の世代が定年を迎えた。団塊の世代は従来のおおよそ 2 倍の人口を持っ
ており、その人口の社会に与える影響は大きい。今回、保健福祉の観点から団塊の世代の高
齢期への移行について考える。従来から一般的に 75 歳頃から要介護率が増加傾向にある。単
純に考えても、15 年後つまり、2022 年には現在のおおよそ 2 倍の要介護人口が増えることにな
る。しかも、この人口の増加は、2007,2008,2009 年と続き、そのままの人口が第 20 回生命表（完










　2007 年（平成 19 年 3 月）、団塊の世代が定年を迎えた。わが国では定年の多くは 60
歳を示している。しかし、2007 年 3 月の 60 歳定年は、今までに例をみない多さで、従






















　⑸ 　アンチエイジング：抗加齢医学と呼ばれ、その予防と治療は食事 ･ 運動・精神指
導といった生活指導からサプリメント指導・薬物療法に至るまで多岐にわたる。
　⑹ 　Ｔ＆Ｌ 2007：タイム＆ライフ研究会（早稲田大学文学学術院）、2007 年 12 月発
行の研究誌名。
Ⅱ　研究方法


























　 　この「リハ教室」は、1978 年にＴ保健所管内へと伝播し、市内の 2 箇所で「リハ教室」
が行われるようになった。このような経過を経て、1981年のK市の取り組みとして、「在
宅ねたきり老人等訪問」の実態把握を行うに至った。こうして、1982 年Ｔ保健所管内



























　 　2000 年 4 月介護保険法が施行され、2006 年４月介護保険法の見直しにより、「予
防重視型システム」へと政策が転換した。K 市もこれにともなって保健事業としての










2006 年 4 月、改正介護保険法において、介護予防・地域支えあい事業などを廃止した。
そして、2000 年 4 月から介護保険制度が実施された。施行後 5 年の制度見直しを行い、























































































　⑴　地域包括支援センター（2006 年 4 月～ 2008 年 3 月）の実際
　　 Y 市の概況は、人口推移と将来推計についてみてみると、人口推移については、年々
人口が減少傾向にあり、2008 年には 379 千人である。そして 2014 年には 362 千人
と予測される。また、高齢者人口の推移と将来人口については、高齢者人口が 2014
年度には約 10 万人になると予測されるとともに、75 歳以上の後期高齢者の割合が
増加傾向にある。高齢化率と将来推計については、2008 年度の予測では 23.9 であり、
2014 年度には 28.4 になる見込みである。要支援・要介護認定者数の推移は、要介
護１以下の軽度認定者の数は鈍化し、要介護２以上の認定者数が増加傾向にある。
　　 　地域包括支援センターの活動は、2006 年 4 月より日常生活圏域を 15 圏域に分け、































































2005 年 10 月 地域包括支援センターの委託先について
2006 年３月 予防給付ケアプランの委託先となる指定居宅介護支援事業所について
2006 年 11 月 地域包括支援センターの運営状況について
2007 年４月 2007 年度事業予定について
2007 年５月 2006 年度決算報告について
2007 年 10 月 第７圏域地域包括支援センターについて
2007 年 11 月 （1）第７圏域地域包括支援センター設置者の選定について（2）2007 年度上半期事業報告について





2006 年度 2007 年度
新規件数 延件数 新規件数 延件数
総合相談支援業務 4,380 9,231 3,802 5,336
権利擁護業務 270 510 243 601
包括的 ･ 継続的ケアマネジメント支援業務 2,839 5,955 647 1,245
介護予防ケアマネジメント 34 116 201 464
　⑵ 　地域包括支援センター　活動モデル事例（A 地域包括支援センター）（表６「管
轄地域の状況」、表７「第６圏域の活動方針と事業実施状況」参照）
　　 　A 域地域包括支援センターは、Y 市の中央部に位置する日常生活圏域 11 である
































表６　Ａ地域包括支援センター管轄地域の状況（2007 年 4 月 1 日）
担当地区 M １地区 M ２地区
人口 24,078 人 16,539 人
世帯 10,266 世帯 7,425  世帯
高齢者人口 5,109 人 3,840 人


















医療機関数 病院３、診療所 19、 病院１、診療所 1























































































































































　 　団塊世代とは 1947 年～ 49 年に出生した男女からなる。1947 年の出生数は 2679
千人、1949 年 2697 千人である。出生時点での総数は、8057 千人にのぼる。また、
1971 年～ 74 年の出生数が年間 2000 千人を超えており、団塊世代の子どもの世代に
あたり「団塊ジュニア」と呼ばれ第２のベビーブーマーを形成している。2005 年現在、
団塊世代は 678 万人強で、人口の 5.3％を占める。




のの総じて結婚経験率は高く、多くが、1960 年代後半から 1970 年代にかけて結婚し
た。⑥子どもの数は半数が 2 人であり、⑦サラリーマンと専業主婦世帯を実現した。
　⑶　「2007 年問題」
　 　2007 年、1947 年生まれのものたちが 60 歳をむかえる。定年退職し、そして年金
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　 　団塊世代における夫婦問題として、エンプティ・ネストがある。結婚 20 年以上
の熟年夫婦が、夫の定年や子どもの独立などを契機に離婚に至る場合がある。また、
2007，2008 年に改正される年金問題からも、離婚問題が起こると推察されている。






































　 　現在、私たちは長寿社会を生きている。2005 年現在、第 20 回生命表（完全生命表）


























































































































ることができるようになったのだろうか。Y 市の事例では、日常生活圏域を 15 圏域に
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